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「地上デジタル放送難視地区対策計画（第２版）」の概要

２ デジタル化困難共聴施設に対する対策計画

初版においては、デジタル改修に当たり受信点の大幅な移設や伝送路整備費の経費試算が高額（８００万円以上／
施設）であるもの又は技術的に多大な困難があると判明した施設について掲載しました。

第２版においては、掲載されている施設に限り、対策計画が策定された一部の施設のみを更新しています。
今後、「デジタル化困難共聴施設」の基準等を再整理し、実態的にアナログ停波までに改修困難となる施設を特定し、

その結果を本年夏の更新に反映することを予定しています。

対策計画更新について

１ 新たな難視地区に対する対策計画

平成２１（２００９）年８月公表した初版においては、２００７年末までに開局したデジタル中継局に関連するものを中心
として、電波の実測調査により特定された新たな難視約３，２００地区（約８．２万世帯）について、デジタル難視の状況
並びに対策計画が確定したものについて対策手法、対策時期等を掲載しました。
第２版においては、２００８年末までに開局した中継局等の電波の実測調査によって新たに特定された難視地区を加

えた約４，９００地区（約１３．０万世帯）について、デジタル難視の状況並びに対策計画が確定（初版の対策計画の更新
を含む。 ）したもの５３８地区について対策手法、対策時期等を掲載しています。
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調査地区数
新たな難視地区ではないと

判明した地区数（※）
新たな難視地区と判明した

地区数（世帯数）

青森県 １１７地区 ５７地区 ６０地区（１，１８３世帯）

岩手県 ４７５地区 ２０４地区 ２７１地区（３，３３４世帯）

宮城県 ２４１地区 ６２地区 １７９地区（３，０５５世帯）

秋田県 ９３地区 ３６地区 ５７地区（７６４世帯）

山形県 １０８地区 ３３地区 ７５地区（９６５世帯）

福島県 ２５４地区 ９３地区 １６１地区（３，５３８世帯）

東北地域 １，２８８地区 ４８５地区 ８０３地区（約１.３万世帯）

全国 ８，８６４地区 ３，９５８地区 ４，９０６地区（約１３.０万世帯）

※「新たな難視地区ではないと判明した地区」は、デジタル放送の良視地区のほか、受信世帯が無い地区、ケーブルテレビ/共聴施設による受信地区を含む。
※各地区数・世帯数の数値は初版の数値を含んでおり第２版現在の数値です。

「地上デジタル放送難視地区対策計画（第２版）」の概要

難視地区の特定（第２版は２００８年までに開局した中継局関連が中心）
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（１） 新たな難視地区に対する対策計画

区分 対策地区数

全国 ４，９０６地区（約８．２万世帯）

東北 ８０３地区（約１．３万世帯）

対策手法

中継局の設置

共聴施設新設

ＣＡＴＶに加入

高性能アンテナ対策

対策計画の策定状況

地区別対策計画
（中継局）の例

「地上デジタル放送難視地区対策計画（第２版）」の概要
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（２） デジタル化困難共聴施設に対する対策計画

※ 市町村別ロードマップのシミュレーションに基づく約１７００の自主共聴施設について、伝送路整備費の試算が８００万円／施設を
超えるもの及び現地調査等により技術的に多大な困難があり現段階でデジタル化困難と判明したもの。

「地上デジタル放送難視地区対策計画（第２版）」の概要

対象施設数※ 対策計画策定済 検討中

青森県 ３施設 ３施設（３４世帯） ０施設

岩手県 ３５施設 ２９施設（４８３世帯） ６施設

宮城県 ４施設 ３施設（４９世帯） １施設

秋田県 １７施設 １５施設（２９３世帯） ２施設

山形県 １施設 １施設（７世帯） ０施設

福島県 ４施設 ４施設（５８世帯） ０施設

東北地域 ６４施設 ５５施設（９２４世帯） ９施設

全国 ３５８施設 １８４施設（約０．７万世帯） １７４施設
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デジタル難視対策の流れ

○対策計画※

初版公表
（２００９年８月）

第2版公表
（２０１０年1月）

－半年毎に更新－

○ デジタル難視地区の特定
（1）新たな難視実測調査（２０１０年１月現在）

⇒約4,900地区(約130,000世帯)を特定
（中継局開局の約8,900地区を対象）

（2）デジタル化困難共聴施設のシミュレー
ション精査（約1,700→約360施設） 等

○ 対策計画案の策定・調整

（１）対策手法、対策時期等を検討
（送信側対策又はアンテナ対策・
共聴対策等の受信側対策）

（２）地方公共団体等関係者と調整

地上デジタル放送難視地区対策計画の策定

○市町村別ロードマップ

デジタル放送移行に伴い、

①新たな難視世帯

②デジタル化困難共聴
世帯

③デジタル混信世帯

が全国約３５万世帯発生す
ると推定

2011年春までに対策を実施

ホワイトリストを策定・公表
・利用対象地区、視聴できる
番組等を記載
⇒第１次策定（新たな難視地域)

公表：2010年１月→定期的に更新

暫定的難視聴対策の実施

・暫定的かつ緊急避難的に衛星を通じ、
地上デジタル放送を再送信
（2015年3月末まで）

○対策計画に
基づく対策

アナログ放送停波までに対策が 困難

対策計画に基づく対策の実施

○地上系による
対策実施

（2015年3月まで）

○電波の特性の違いなどにより、アナログ放送は受信できていたが、デジタル放送は受信できないいわゆる「新たな難視」が発生

○地上デジタル放送難視地区対策計画を策定し、２０１１年春までに対策を行い、デジタル難視聴世帯の数を最小化

○アナログ放送停波までに対策が困難な地区については、暫定的かつ緊急避難的に衛星を通じた「暫定的難視聴対策」を実施。
最終的に２０１５年３月までに地上系による対策を実施
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